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証券コード 4521 
平成25年６月５日 

株 主 各 位 
東京都文京区本駒込二丁目28番8号  
科 研 製 薬 株 式 会 社 
 
代表取締役社長 大 沼 哲 夫 

 
第93回定時株主総会招集ご通知 

 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 さて、当社第93回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くだ
さいまして、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成
25年６月26日（水曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いた
だきたくお願い申し上げます。               敬 具  記  １. 日   時  平成25年６月27日（木曜日）午前10時
２. 場   所  東京都文京区本駒込二丁目28番８号

文京グリーンコート・センターオフィス17階 会議室 
３. 目 的 事 項 
 報 告 事 項 1. 第93期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

  2. 第93期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

 決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の処分の件
 第２号議案 定款一部変更の件
 第３号議案 取締役７名選任の件
 第４号議案 監査役２名選任の件
 第５号議案 補欠監査役１名選任の件
 第６号議案 取締役賞与支給の件 ４. その他株主総会招集に関する事項
（1）本招集ご通知に際しまして提供すべき書類のうち、連結計算書類の「連結注

記表」及び計算書類の「個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第
2 0 条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.kaken.co.jp/) に掲載することにより株主の皆様に提供して
おりますので、本招集ご通知には記載しておりません。

（2）代理人による議決権の行使につきましては、議決権を有する他の株主様１名
を代理人として、その議決権を行使することとさせていただきます。ただ
し、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。 

以上 〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 1. 当日ご出席の際は、お手数ではございますが、同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。 

2. 株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当
社ウェブサイト（http://www.kaken.co.jp/）において修正後の事項を掲載さ
せていただきます。 
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（添付書類） 
事 業 報 告 
（平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで）

 
１．企業集団の現況に関する事項 
（1）事業の経過及びその成果 

当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、薬価改定の影響等
により売上高は87,054百万円 (対前期比1.1％減)、営業利益は14,611百万
円 (対前期比3.7％減)、経常利益は14,250百万円（対前期比3.7％減）とな
りました。当期純利益は税制改正の影響等により、8,991百万円（対前期比
8.6％増）となりました。 
セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 薬業 
医薬品・医療機器につきましては、癒着防止吸収性バリア「セプラフィル

ム｣、後発医薬品が売上げを伸ばし、関節機能改善剤「アルツ」は前期比で
おおむね横ばいでありましたが、慢性動脈閉塞症治療剤「プロサイリン｣、
経皮吸収型鎮痛消炎貼付剤「アドフィード」は薬価改定の影響を吸収するま
でには至らず、減収となりました。 
農業薬品につきましては増収となりました。 
その結果、売上高は84,618百万円 (対前期比1.1％減)、セグメント利益 

は13,240百万円 (対前期比3.3%減) となりました。 
なお、海外売上高は3,722百万円でありました。 

② 不動産事業 
不動産事業の主たる収入は文京グリーンコート関連の賃貸料であります。

売上高は2,435百万円 (対前期比0.1％増)、セグメント利益は1,370百万円
(対前期比7.5％減）となりました。 

 
（2）事業別セグメントの売上高 
 

区     分 当期売上高 前期売上高 対前期比増減 

薬 業 百万円 百万円 ％ 
84,618 85,564 △  1.1 

不 動 産 事 業 2,435 2,432 0.1 
合     計 87,054 87,997 △  1.1    
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（3）研究開発の状況 
医薬品を中心に農薬、動物薬などの基礎的研究、臨床試験等の研究開発を

行っております。 
当連結会計年度の研究・開発の状況は次のとおりであります。 
臨床開発段階のものといたしまして、爪真菌症治療剤（KP-103）は承認

申請中であります。歯周病治療剤（KCB-1D）は、申請の準備をしておりま
したが、独立行政法人医薬品医療機器総合機構との相談を経て、追加のフェ
ーズⅢ試験を実施中であります。骨折治癒促進剤（KCB-1B）はフェーズⅡ
試験を終了し、次相について継続検討中であります。肺高血圧症治療剤「ベ
ラサス｣（TRK-100STP）の効能追加として、東レ株式会社と共同で腰部脊
柱管狭窄症に対するフェーズⅡ試験を継続実施中であります。また、関節機
能改善剤「アルツ」の効能追加（SI-657）として、生化学工業株式会社と共
同で腱・靭帯付着部症に対するフェーズⅢ試験を準備中であります。 
農業薬品の開発につきましては、水稲用除草剤「ペントキサゾン」及び殺

菌剤「ポリオキシン」において、それぞれの新規混合剤の登録を取得しまし
た。また米国においても、新規の「ポリオキシン」製剤の登録を取得しまし
た。 

 
（4）資金調達の状況 

特記すべき事項はありません。 
 
（5）設備投資等の状況 

特記すべき事項はありません。 
 
（6）対処すべき課題 

当社グループは企業価値の最大化を目指し、社会から信頼される企業であ
り続けるため、以下の課題に取り組んでまいります。 

① 研究開発への重点投資 
研究開発面では、資源投入の集中と研究開発の効率化によりパイプライン

の充実に努めるとともに、国内外の企業・研究機関との共同研究や戦略的提
携を行い、テーマの早期導出入を図ってまいります。 
また、基礎試験の社外委託、治験に関する外部受託機関の活用や、海外臨

床試験及び国際共同治験を実施するなど研究開発のスピードアップを図って
まいります。 
さらに、グローバルに人々の健康に貢献できる新薬の研究開発に努力をし

てまいります。 
② 営業基盤の強化 

営業面では、医療現場のニーズに即した付加価値の高い情報提供を行い、
地域密着型の営業展開を行ってまいります。また、整形外科領域での地位を
不動のものとすべく、シェア拡大を図ってまいります。後発医薬品につきま
しては、経営の柱の一つとして積極的に取り組んでまいります。情報提供の
手段として、製品関連ウェブサイトやマスメディアなども活用してまいりま
す。   
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③ 業務の適正化と効率化を推進 
生産面では、設備投資の効率化、要員配置の最適化、品目、規格の見直し

を進め、一層の原価率の低減に努めてまいります。農業薬品につきましては、
海外企業への生産委託を進めております。 
物流センター業務につきましては、その機能を全面的に外部委託しており

ます。 
④ 環境保全の推進 

環境保全の推進は企業の社会的責任との認識の下、｢環境委員会」を中心
に全社的に取り組んでおります。 
静岡事業所がISO14001の認証を取得し、京都事業所は京都市が推奨する

環境マネジメントシステム「KESステップ2」の認証を取得しております。 
なお、当社ウェブサイトにおきまして「環境・社会報告書」を公開してお

ります。 
 

（7）財産及び損益の状況の推移 
  ① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 
 

区   分 
第 90 期

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

第 91 期
自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

第 92 期
自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

第 93 期 
(当連結会計年度) 
自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売 上 高(百万円) 85,022 86,428 87,997 87,054 
経 常 利 益(百万円) 11,308 13,713 14,803 14,250 
当期純利益(百万円) 6,734 8,213 8,282 8,991 
１株当たり当期純利益(円) 68.79 87.87 92.46 103.30 
総 資 産(百万円) 95,096 98,493 105,108 108,911 
純 資 産(百万円) 59,575 60,375 62,071 66,578 
 （注）売上高、経常利益、当期純利益、総資産、純資産は、百万円未満を切捨てて表示し

ております。 
 
  ② 当社の財産及び損益の状況の推移 
 

区   分 
第 90 期

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

第 91 期
自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

第 92 期
自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

第93期(当期) 
自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売 上 高(百万円) 83,172 84,641 86,318 85,270 
経 常 利 益(百万円) 10,759 13,148 14,250 13,656 
当期純利益(百万円) 6,414 7,887 7,948 8,634 
１株当たり当期純利益(円) 65.52 84.38 88.73 99.20 
総 資 産(百万円) 97,599 100,635 106,945 110,483 
純 資 産(百万円) 62,776 63,250 64,611 68,761 
 （注）売上高、経常利益、当期純利益、総資産、純資産は、百万円未満を切捨てて表示し

ております。 
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（8）重要な親会社及び子会社の状況（平成25年３月31日現在） 
  ① 親会社との関係 
     該当事項はありません。 
  ② 子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 
百万円 ％

科研不動産サービス株式会社 88 100.0 不動産の賃貸及びビルメン
テナンス

科研ファルマ株式会社 15 100.0 
医薬品、医薬品原料、農業
薬品、その他の化学製品の
販売、広告代理店、損害保
険・生命保険の代理店 

   ③ 企業結合の成果 
連結子会社は「②子会社の状況」に記載の２社であります。 
当期の連結売上高は、87,054百万円となり、前期比943百万円 (1.1％)

減少いたしました。また、連結当期純利益は前期比709百万円（8.6％）
増加の8,991百万円となりました。 

 
（9）主要な事業内容 

医薬品、医薬部外品、医療機器、動物用医薬品、農業薬品、飼料添加物の
製造販売及び不動産の賃貸 

 
（10）主要な営業所及び工場 

本 社  東京都文京区本駒込二丁目28番８号
支 店  札幌 (北海道札幌市)、仙台 (宮城県仙台市)、

東京、東京第二(東京都豊島区)、名古屋 (愛知県名古屋市)、 
大阪 (大阪府大阪市)、広島 (広島県広島市)、 
福岡 (福岡県福岡市）

営業所  全国69ヶ所
研究所  京都府京都市、静岡県藤枝市
工 場  静岡県藤枝市
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（11）使用人の状況 
  ① 企業集団の使用人数  

区     分 使 用 人 数 前期末比増減 
 名 名 

男      性 1,369 △  9 
女      性 297 7 
合 計 1,666 △  2 

 (注)1. 使用人数は就業人員であります。 
2. 臨時使用人数は使用人の100分の10未満につき記載を省略しております。 

 
  ② 当社の使用人数  
区    分 使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

 名 名 才 年 
男    性 1,357 △  8 41.9 18.2 
女    性 292 7 36.2 13.8 
合計又は平均 1,649 △  1 40.9 17.4 
 (注)1. 使用人数は就業人員であります。 

2. 臨時使用人数は使用人の100分の10未満につき記載を省略しております。 
 
（12）主要な借入先及び借入額  

借  入  先 借入金残高 
百万円 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,200 
農 林 中 央 金 庫 3,200 

 
（13）その他企業集団の現況に関する重要な事項 
    該当事項はありません。 
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２．会社の株式に関する事項 
（1）発行可能株式総数 360,000,000株
 
（2）発行済株式の総数 101,879,461株（自己株式15,537,710株を含む｡） 
 
（3）株主数 11,991名
 
（4）大株主（上位10名）  

株   主   名 持  株  数 持 株 比 率 
 千株 ％ 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 5,863 6.79 
東 レ 株 式 会 社 4,589 5.32 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 3,864 4.48 
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,686 4.27 
農 林 中 央 金 庫 3,686 4.27 
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 1,700 1.97 
科 研 製 薬 従 業 員 持 株 会 1,687 1.95 
杏 林 製 薬 株 式 会 社 1,294 1.50 
メロン バンク エヌエー アズ エージェ
ント フォー イッツ クライアント メロン
オムニバス ユーエス ペンション 

1,262 1.46 

共 栄 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社 1,248 1.45 
 (注)1. 持株数は、千株未満を切捨てて表示しております。 

2. 持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（15,537,710株）を除いて計算をし
ております。 
3. 持株比率は、小数点以下第３位を四捨五入して表示しております。 

 
（5）その他株式に関する重要な事項 

自己の株式の取得、処分等及び保有状況
① 取得株式 

 普通株式  2,040,622株
 取得価額の総額  2,204百万円
② 処分株式 

 普通株式  1,288株
 処分価額の総額    1百万円
③ 決算期における保有株式

 普通株式  15,537,710株  
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３．会社の新株予約権等に関する事項 
（1）当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の状況 

該当事項はありません。 
 
（2）当事業年度中に当社使用人等に交付した新株予約権の内容等 

該当事項はありません。 
 
（3）その他新株予約権等に関する重要な事項等 

該当事項はありません。 
 
４．会社役員に関する事項 
（1）取締役及び監査役の氏名等 
 

地   位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 
代表取締役会長 乾   四 朗
代表取締役社長 大 沼 哲 夫
常 務 取 締 役 小 島   進 研究開発本部長
常 務 取 締 役 小 西 博 一 営業本部長

常 務 取 締 役 家 田 佳 弘 社長室長、法務部・総務部・情報システム部
担当

常 務 取 締 役 柴 田   昇 経理部・購買部・特薬部門担当
取 締 役 石 田 雅 朗 国際事業部長
取 締 役 遠 藤 孝 雄 総務部長
常 勤 監 査 役 星 井 文 雄
常 勤 監 査 役 柴   和 夫
監 査 役 

 
 
 
 
 
 

吉 澤 壽美雄 
 
 
 
 
 
 

山一電機株式会社 社外監査役 
株式会社保坂製作所 社外監査役 
旭ロール株式会社(東京都葛飾区) 社外監査役 
旭ロール株式会社(兵庫県尼崎市) 社外監査役 
社会福祉法人清水基金 監事 
一般財団法人全国農林漁業団体共済会 監事 
公益財団法人公共政策調査会 監事 

監 査 役 櫻 井 利 雄
 (注)1. 監査役吉澤壽美雄氏及び監査役櫻井利雄氏は、社外監査役であります。また、両

氏を東京証券取引所に独立役員として届け出ております。 
2. 監査役吉澤壽美雄氏は、税理士としての資格を有しており、税務・会計に対し、
深い知識・経験を有しております。 
3. 監査役櫻井利雄氏は、豊富な金融業界での経験と、ガバナンス・会計のほか、経
営全般についての深い知識を有しております。 
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（2）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額 
 
株主総会決議に基づく報酬（年額）
 取 締 役 8名 305百万円 
 監 査 役 

（うち社外監査役）
4名

（2名）
65百万円 

（11百万円） 
株主総会決議に基づき支給予定の役員賞与
 取 締 役 8名 84百万円 
 (注)1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

2. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
3. 上記の報酬等の額のほか、平成24年６月28日開催の第92回定時株主総会におい
て、役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給の決議に基づき、退職慰労金を
各取締役及び各監査役の退任時に支払う予定であります。その総額は、取締役８名
に対して378百万円、監査役４名に対して24百万円（うち社外監査役２名５百万円）
となる予定です。 
  なお、この金額には、当事業年度の役員退職慰労引当金の繰入額15百万円 (取締
役８名分13百万円、監査役４名分１百万円 (うち社外監査役２名分０百万円)) が含
まれております。 

 
（3）社外役員に関する事項 
① 重要な兼職先と当社との関係 

監査役吉澤壽美雄氏は山一電機株式会社の社外監査役、株式会社保坂製作
所の社外監査役、旭ロール株式会社（東京都葛飾区）の社外監査役、旭ロー
ル株式会社（兵庫県尼崎市）の社外監査役、及び社会福祉法人清水基金の監
事、一般財団法人全国農林漁業団体共済会の監事、公益財団法人公共政策調
査会の監事を兼職しております。なお、当社はこれらの法人等との間に特別
の関係はありません。 

② 当事業年度における主な活動状況 
 
区  分 氏   名 主 な 活 動 状 況 

監 査 役 吉 澤 壽美雄 

当事業年度開催の取締役会17回のうち16回及び
監査役会13回全てに出席し、税理士として税
務・会計に深い知識・経験を有していることによ
り必要に応じ社外監査役の立場から意見を述べて
おります。

監 査 役 櫻 井 利 雄 
当事業年度開催の取締役会17回及び監査役会13
回全てに出席し、豊富な金融業界での経験と、ガ
バナンス・会計のほか、経営全般についての深い
知識を背景に適宜質問、意見を述べております。 

 ③ 責任限定契約の内容の概要 
当社と各社外監査役は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低限度額としております。 
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５．会計監査人の状況 
（1）会計監査人の名称 

聖橋監査法人 
 
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
 

支 払 額 
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38百万円 
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金額その他の財産上の利益
の合計額 38百万円 
 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、合
計額を記載しております。 

 
（3）非監査業務の内容 

該当事項はありません。 
 
（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す
ると認められる場合は、監査役会において、監査役全員の合意により会計監
査人を解任する方針であります。また、取締役会に対して会計監査人の解任
又は不再任に関する議案を株主総会に付議するよう請求し、取締役会はそれ
を審議いたします。 

 
（5）責任限定契約の内容の概要 

該当事項はありません。 
 
６．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他業務の適正を確保するための体制 

当社は平成18年５月12日開催の取締役会において決議いたしました「内部
統制システム構築の基本方針」に基づき、内部統制システムを構築、運用し
ております。 
1．法令遵守体制 
・取締役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 
・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 
１）取締役、執行役員および従業員等の職務執行が法令および定款に適
合することを確保するため、グループ全体に共通した行為規範であ
る ｢科研製薬企業行動規準」および「科研製薬企業行動指針」を定
め、これを遵守し行動すると共に、その啓蒙を図る。 

２）コンプライアンス担当役員を任命し、法務部を所管部署としてコン
プライアンスの実践に継続的に取り組む。 

2．情報保存管理体制 
・取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 
 株主総会、取締役会、常務会など、取締役または執行役員の出席する
重要な会議について議事録を作成するほか、取締役及び執行役員の職務
執行に係る重要な情報については、社内規程等の定めるところにより、
保存・管理を行い、必要な関係者が閲覧、謄写できる体制を整える。   
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3．リスク管理体制 
・損失の危険の管理に関する規定その他の体制 
１）リスク管理担当役員を任命し、社長室を所管部署としてリスクを把
握･管理できる体制を構築する。 

２）リスク分類を行い、それぞれの責任部署を定め管理する。 
３）経営上重大なリスクの対応については、取締役会にて経営判断し、
責任部署で管理する。 

４）業務監査室はリスク管理状況を監査し、社長・取締役会・監査役会
に報告する。 

4．効率性確保のための体制 
・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
１）取締役会を毎月１回開催し、法令・定款に定められた取締役会審議
事項に関する決議のほか、経営の重要事項を審議する。 

２）各取締役の担当業務及び各執行役員に執行委任する業務を取締役会
で決定する。 
各取締役及び執行役員は、担当する業務を効率的に執行する。 

３）取締役会で定められた経営基本方針にもとづき、常務会等において、
経営に関する重要事項を協議し、経営の全般的業務執行方針の確立
及び業務の調整・管理を行い、全体としての効率化に努める。 

5．グループ管理体制 
・企業集団における業務の適正を確保するための体制 
１）コンプライアンス担当役員により、子会社を含めたコンプライアン
スの取組みを横断的に統括する。また、各子会社に対しては、原則
として、コンプライアンス担当者の設置を求める。 

２）子会社を含めたグループ全体の健全な発展を図るため、子会社への
指導、助言を含めた経営管理を行う。 

３）業務監査室は、子会社を含めたグループ全体の監査を行い、その結
果を社長、取締役会、監査役会に報告する。 

6．監査役スタッフに関する体制 
・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項 
・当該使用人の取締役からの独立性に関する事項 
 監査役会に関する事務は総務部が行うものとするが、監査役の求めに
より、必要に応じて監査役スタッフを置くこととする。 
 監査役スタッフを置いた場合、監査役スタッフの取締役及び執行役員
からの独立を確保するために、監査役スタッフの任命、異動等の人事権
に関わる事項の決定には、事前に監査役会の意見を聞き、これを尊重す
る。 

7．監査役への報告体制 
・取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制 
１）取締役及び執行役員は監査役に対して、全社的に重大な影響を及ぼ
す事項を報告する。 

２）取締役、執行役員及び従業員等は、監査役から報告を求められた場
合、すみやかに対応する。 
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8．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
１）監査役会は、代表取締役及び監査法人と定期的会合で意見交換を行
う。 

２）監査役は、取締役会、常務会及びその他の重要な会議に出席する。  
３）監査役は、業務監査室と緊密な連携を保ち、監査結果についても報
告を受ける。 

 
なお、財務報告に係る内部統制については、経理部担当取締役を委員長と

した財務報告に係る内部統制委員会を設置し、全社的に財務報告に係る内部
統制の整備及び運用を行っています。当該委員会で検討した事項は、社長及
び検討事項に関係する担当取締役に提案又は報告し、重要事項は取締役会に
付議又は報告しております。 
 

７．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基
本方針 

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す
る基本方針については、特に定めておりませんが、従来より表明しておりま
す以下の経営の基本方針を支持する者が「会社の財務及び事業の方針の決定
を支配する者」であることが望ましいと考えております。 
経営の基本方針  当社グループは「一人でも多くの方に笑顔を取りもどしていただくため
に、優れた医薬品の提供を通じて患者さんのクオリティ・オブ・ライフの
向上につとめる」を企業理念として、株主の皆様から負託された企業活動
を行うにあたり、経営の基本方針として次の三つの方針を掲げております｡
この基本方針に則り、企業価値の最大化を図り、ステークホルダーの信頼
と期待に応えてまいります。 
① 患者さんと医療関係者のニーズに即した、有用な医薬品の創製・提
供につとめる。 

② 医薬品企業としての社会的責任を自覚し、高い倫理観をもって企業
活動を行い、社会から信頼される企業をめざす。 

③ 社員がその仕事に歓びと誇りをもち、活力あふれる存在感のある企
業をめざす。 

 
８．剰余金の配当等の決定に関する方針 

当社は、株主に対する継続的な利益還元を重要な経営目標と位置づけてお
ります。 
他産業に比べ事業リスクの高い医薬品産業におきましては、より充実した

自己資本が求められますが、当社は株主還元とのバランスに配慮しながら、
業績水準に応じた柔軟な配当政策をとっております。内部留保は研究開発と
営業基盤整備へ重点投資し、企業価値の最大化を図ってまいります。 
また、当社の剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年２回を基本とし、

中間配当の決定機関は取締役会、期末配当は株主総会であります。 
上記の方針に基づき、当期の中間配当は、前年同期より２円増配し１株当

たり22円とさせていただきました。期末配当についても２円増配し１株当た
り22円として、年間配当を１株当たり44円とする予定であり、11期連続の増
配となります。 
なお、取締役会決議に基づき200万株の自己株式を取得しました。 
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連 結 貸 借 対 照 表  
(平成25年３月31日現在) （単位：百万円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
有 価 証 券 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原 材 料及び貯蔵品 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
機械装置及び運搬具 
工具、器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
61,983 
9,710 
31,174 
7,210 
6,018 
1,438 
4,075 
1,117 
1,241 

         △3 
46,928 
29,138 
17,710 
2,591 
809 
6,646 
1,380 
732 
695 
36 

17,057 
10,272 
4,448 
2,335 

       △0 

（負 債 の 部） 
流 動 負 債 
支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
売 上 割 戻 引 当 金
返 品 調 整 引 当 金
そ の 他
固 定 負 債 
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他

 
 

35,232 
16,367 
8,390 
4,642 
716 
2,616 
1,129 
84 
529 
22 
734 
7,100 
142 
6,112 

5 
840 

負 債 合 計 42,333 

（純資産の部） 
株 主 資 本 
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
その他の包括利益累計額 
その他有価証券評価差額金

 
 

64,642 
23,853 
11,587 
43,997 

  △14,796 
1,936 
1,936 

純 資 産 合 計 66,578 
資 産 合 計 108,911 負債・純資産合計 108,911 
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連 結 損 益 計 算 書  
 （自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日） （単位：百万円） 
科      目 金       額 

売 上 高  87,054 
売 上 原 価 44,961  

返品調整引当金繰入額 7 44,968 
売 上 総 利 益  42,085 

販売費及び一般管理費  27,474 
営 業 利 益  14,611 

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 及 び 配 当 金 152  
そ の 他 99 252 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 68  
退職給付会計変更時差異償却額 524  
そ の 他 19 612 
経 常 利 益  14,250 

特  別  利  益   
投 資 有 価 証 券 売 却 益 31  
そ の 他 3 35 

特  別  損  失   
固 定 資 産 除 却 損 102  
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4 107 
税金等調整前当期純利益  14,178 
法人税、住民税及び事業税 5,517  
法 人 税 等 調 整 額 △331 5,186 
少数株主損益調整前当期純利益  8,991 
当 期 純 利 益  8,991 
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連結株主資本等変動計算書  
 (自 平成24年４月１日至 平成25年３月31日) （単位：百万円） 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 
当 期 首 残 高 23,853 11,587 38,672 △12,592 61,520 
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当 △3,667 △3,667 
当 期 純 利 益 8,991 8,991 
自己株式の取得 △2,204 △2,204 
自己株式の処分 0 1 1 
株主資本以外の項目の 
当期変動額 (純額 )  

当 期 変 動 額 合 計 ― 0 5,324 △2,203 3,121 
当 期 末 残 高 23,853 11,587 43,997 △14,796 64,642 
  

 
その他の包括利益累計額 

純資産合計 その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 その他の包括利

益累計額合計
当 期 首 残 高 550 ― 550 62,071 
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当 △3,667 
当 期 純 利 益 8,991 
自己株式の取得 △2,204 
自己株式の処分 1 
株主資本以外の項目の 
当期変動額 (純額 ) 1,385 ― 1,385 1,385 

当 期 変 動 額 合 計 1,385 ― 1,385 4,507 
当 期 末 残 高 1,936 ― 1,936 66,578 
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貸 借 対 照 表  
(平成25年３月31日現在) （単位：百万円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 
（資 産 の 部） 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原 材 料及び貯蔵品 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
未 収 入 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工具、器具及び備品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
無 形 固 定 資 産 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
関係会社長期貸付金 
長 期 差 入 保 証 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
60,924 
8,825 
555 

30,282 
7,210 
5,907 
1,438 
4,092 
32 

1,097 
1,017 
466 

         △3 
49,559 
27,756 
16,013 
423 
2,558 
32 
808 
6,539 
1,380 
725 
689 
35 

21,077 
10,270 
124 
4,970 
2,206 
1,878 
1,628 

         △0 

（負 債 の 部） 
流 動 負 債 
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
預 り 金
賞 与 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
返 品 調 整 引 当 金
売 上 割 戻 引 当 金
設 備 支 払 手 形
そ の 他
固 定 負 債 
退 職 給 付 引 当 金
そ の 他

 
 

34,774 
616 

15,454 
8,390 
4,654 
715 
2,488 
229 
183 
1,128 
84 
22 
529 
202 
76 

6,948 
6,107 
840 

負 債 合 計 41,722 
（純資産の部） 

株 主 資 本 
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金
利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評価・換算差額等 
その他有価証券評価差額金

  
66,824 
23,853 
11,587 
11,406 
181 

46,179 
1,413 
44,766 
101 
9,000 
35,664 

   △14,796 
1,936 
1,936 

純 資 産 合 計 68,761 
資 産 合 計 110,483 負債・純資産合計 110,483 
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損 益 計 算 書  
 (自 平成24年４月１日至 平成25年３月31日) （単位：百万円） 
科      目 金       額 

売 上 高 85,270 
売 上 原 価 44,084  

返品調整引当金繰入額 7 44,092 
売 上 総 利 益 41,178 

販売費及び一般管理費 27,259 
営 業 利 益 13,919 

営 業 外 収 益  
受 取 利 息 及 び 配 当 金 250  
そ の 他 100 350 

営 業 外 費 用  
支 払 利 息 68  
退職給付会計変更時差異償却額 524  
そ の 他 19 612 
経 常 利 益 13,656 

特  別  利  益  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 31  
そ の 他 3 35 

特  別  損  失  
固 定 資 産 除 却 損 98  
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 4 103 
税 引 前 当 期 純 利 益 13,588 
法人税、住民税及び事業税 5,269  
法 人 税 等 調 整 額 △315 4,954 
当 期 純 利 益 8,634 
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株主資本等変動計算書  
 (自 平成24年４月１日至 平成25年３月31日) （単位：百万円） 

 
株   主   資   本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 株主資本合計 
資 本準備金 その他資本剰余金 利益準備金 その他利益剰余金

当 期 首 残 高 23,853 11,406 180 1,413 39,799 △12,592 64,061 
当 期 変 動 額    
剰 余 金 の 配 当  △3,667  △3,667 
当 期 純 利 益  8,634  8,634 
自 己 株 式 の 取 得  △2,204 △2,204 
自 己 株 式 の 処 分  0 1 1 
固定資産圧縮積立金の取崩  ―  ― 
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 )    

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 0 ― 4,966 △2,203 2,763 
当 期 末 残 高 23,853 11,406 181 1,413 44,766 △14,796 66,824 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ
損   益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 550 ― 550 64,611
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  △3,667
当 期 純 利 益  8,634
自 己 株 式 の 取 得  △2,204
自 己 株 式 の 処 分  1
固定資産圧縮積立金の取崩  ―
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 1,385 ― 1,385 1,385

当 期 変 動 額 合 計 1,385 ― 1,385 4,149
当 期 末 残 高 1,936 ― 1,936 68,761

 
（注）その他利益剰余金の内訳  

 固 定 資 産 
圧縮積立金 別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金 合   計

当 期 首 残 高 103 9,000 30,695 39,799
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  △3,667 △3,667
当 期 純 利 益  8,634 8,634
自 己 株 式 の 取 得  
自 己 株 式 の 処 分  
固定資産圧縮積立金の取崩 △2 2 ―
株主資本以外の項目の 
当 期 変 動 額 ( 純 額 )  

当 期 変 動 額 合 計 △2 ― 4,969 4,966
当 期 末 残 高 101 9,000 35,664 44,766  
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 連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 平成25年５月７日 
科 研製薬株式会社 
 
  取  締  役  会 御中 
 

聖橋監査法人
 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 平 山   昇 ㊞ 
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 濵 田   尊 ㊞ 
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 松 浦 大 樹 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、科研製薬株式会社の平
成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。 
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監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、科研製薬株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
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 会計監査人の監査報告書 謄本 
  

独立監査人の監査報告書 
 平成25年５月７日 
科 研製薬株式会社 
 
  取  締  役  会 御中 
 

聖橋監査法人
 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 平 山   昇 ㊞ 
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 濵 田   尊 ㊞ 
指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士 松 浦 大 樹 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、科研製薬株式会
社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第93期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。 
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監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上 
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 監査役会の監査報告書 謄本 
  

監 査 報 告 書 
  当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第93期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び
使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。 
  また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして
会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取
締役等及び聖橋監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上
の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたし
ました。 
  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する
品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
2. 監査の結果 
（1）事業報告等の監査結果 
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。 
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。 
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につい
ても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。 

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人 聖橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

（3）連結計算書類の監査結果 
会計監査人 聖橋監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
     平成25年５月８日 

科研製薬株式会社 監査役会 
常勤監査役 星 井 文 雄 ㊞
常勤監査役 柴  和 夫 ㊞
社外監査役 吉 澤 壽美雄 ㊞
社外監査役 櫻 井 利 雄 ㊞

 
 

以 上 
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株主総会参考書類 
 
議案及び参考事項    第１号議案  剰余金の処分の件 
    当期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業展開等を勘案い

たしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。 
（1）配当財産の種類 

       金銭といたします。 
（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

       当社普通株式１株につき金22円 
       なお、この場合の配当総額は、1,899,518,522円となります。 

（3）剰余金の配当が効力を生じる日 
       平成25年６月28日 
 
  第２号議案  定款一部変更の件 
   １．変更の理由 

 社外取締役に適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分に発
揮できるようにするため、会社法第427条第１項の責任限定契約に関する
規定に基づき、定款に第29条（社外取締役の責任免除）の規定を新設する
とともに、現行定款第29条以下を１条ずつ繰り下げるものであります。 
 なお、この規定の新設に関しましては、各監査役の同意を得ております。 

 
   ２．変更の内容 

（下線は変更部分を示します）  
現 行 定 款 変  更  案

第１条～第28条（省略） 第１条～第28条（現行どおり） 
（新設） (社外取締役の責任免除)

第29条 当会社は、社外取締役（社外取
締役であった者を含む｡）の会社
法第423条第１項の責任につき、
善意でかつ重大な過失がない場合
は、取締役会の決議をもって、法
令の定める限度額の範囲内で、そ
の責任を免除することが出来る｡ 

  ２．当会社は、社外取締役との間で､
当該社外取締役の会社法第423条
第１項の責任につき、善意でかつ
重大な過失がないときは、法令が
定める額を限度として責任を負担
する契約を締結することが出来
る｡ 

第29条～第43条（省略） 第30条～第44条（現行どおり） 
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  第３号議案  取締役７名選任の件 
    本株主総会の終結の時をもって取締役８名全員が任期満了となります。 
    つきましては、迅速な意思決定を行うために１名を減員するとともに、さ

らなるコーポレートガバナンスの強化のため社外取締役を含む取締役７名の
選任をお願いするものであります。 

    取締役候補者は次のとおりであります。  
候補者 
番 号 

氏    名 
（ 生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社の株式数 

１ 
いぬい  し ろう 

乾  四 朗 
 

(昭和15年３月２日生) 

昭和62年６月 東邦生命保険相互会社退職
昭和62年６月 当社取締役企画管理部長 
平成元年６月  当社取締役営業本部長兼営

業企画部長 
平成２年６月 当社常務取締役営業本部長
平成４年６月 当社専務取締役営業本部長
平成９年６月  当社代表取締役副社長営業

本部長 
平成11年６月 当社代表取締役社長 
平成23年６月 当社代表取締役会長 
 現在に至る

40,050株 

２ 
おお ぬま てつ お 

大 沼 哲 夫 
 

(昭和25年11月30日生) 

昭和49年４月 当社入社
平成14年４月 当社営業企画部長 
平成16年７月 当社執行役員営業企画部長
平成17年６月 当社取締役営業企画部長 
平成19年４月 当社取締役営業本部長 
平成19年６月 当社常務取締役営業本部長
平成23年６月 当社代表取締役社長 
 現在に至る

18,000株 

３ 
こ じま  すすむ 

小 島  進 
 

(昭和24年11月20日生) 

昭和50年４月 当社入社
平成17年４月 当社学術部長 
平成17年７月 当社執行役員学術部長 
平成19年４月  当社執行役員研究開発本部

長 
平成19年６月 当社取締役研究開発本部長
平成21年６月  当社常務取締役研究開発本

部長 
 現在に至る

11,000株 

４ 
こ にし ひろ かず 

小 西 博 一 
 

(昭和28年10月７日生) 

昭和52年４月 当社入社
平成15年４月 当社札幌支店長 
平成17年４月 当社東京第二支店長 
平成19年４月 当社営業企画部長 
平成21年６月 当社取締役営業企画部長 
平成23年６月 当社常務取締役営業本部長
 現在に至る

9,000株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
（ 生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社の株式数 

５ 
いえ だ よし ひろ 

家 田 佳 弘 
 

(昭和31年７月31日生) 

昭和54年４月 東邦生命保険相互会社入社
平成13年９月  GEエジソン生命保険株式

会社退社 
平成13年10月 当社入社 
平成16年４月 当社情報システム部長 
平成21年４月 当社社長室長 
平成22年６月 当社取締役社長室長 
平成23年６月  当社常務取締役社長室長

(法務部・総務部・情報シス
テム部担当） 

 現在に至る

8,000株 

６ 
しば た  のぼる 

柴 田  昇 
 

(昭和28年７月６日生) 

昭和51年４月 農林中央金庫入庫
平成15年７月 同システム企画部長 
平成16年６月 同常務理事 
平成18年６月  ジェイエイバンク電算シス

テム株式会社 代表取締役
社長 

平成20年４月 農中情報システム株式会社
  代表取締役社長 
平成23年６月  当社常務取締役（経理部・

購買部・特薬部門担当） 
 現在に至る

3,000株 

７ 
せき たに かず き 

※ 関 谷 和 樹 
 

(昭和31年５月20日生) 

昭和55年４月 東邦生命保険相互会社入社
平成13年４月  GEエジソン生命保険株式

会社 執行役員 
平成16年１月 サン・マイクロシステム株

式会社 執行役員 
平成19年10月  GEコマーシャルファイナ

ンス 上席執行役員 
平成21年１月  メットライフダイレクト株

式会社 代表取締役社長 
平成23年４月 イーピーエス株式会社 
  臨床情報処理部門顧問 
平成23年10月  同社執行役員経営戦略本部

長 
平成23年12月  同社取締役経営戦略本部長
 （現） 
平成24年10月 同社常務執行役員 
  現在に至る 
【重要な兼職の状況】 
 EPS Global Research, Inc.取締役

0株 

 （注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
2. ※印は新任の取締役候補者であります。 
3. 取締役候補者関谷和樹氏は社外取締役候補者であります。なお当社は関谷和樹氏
を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。 
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4. 社外取締役候補者の選任理由及び責任限定契約について 
① 関谷和樹氏につきましては、複数の会社で経営に携わった見識を有している
ことから、その豊富な経験を当社の経営に反映していただくため、社外取締役
として選任をお願いするものであります。 
② 当社は第２号議案が原案どおり承認可決され、また、関谷和樹氏の選任が承
認可決された場合、同氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該
契約に基づく賠償責任限度額は法令の定める最低限度額としております。 

 
  第４号議案  監査役２名選任の件 
    本総会終結の時をもって、監査役吉澤壽美雄氏が任期満了となり、監査役星

井文雄氏が辞任いたします。 
    つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。 
    なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 
    監査役候補者は次のとおりであります。  
候補者 
番 号 

氏    名 
（ 生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社の株式数 

１ 
よし ざわ す み お 

吉 澤 壽美雄 
 

(昭和15年４月15日生) 

昭和34年４月 東京国税局
平成10年７月 国税庁徴収部長 
平成11年７月 同庁退官 
平成11年８月 税理士登録 
平成14年６月 当社監査役 
  現在に至る 
【重要な兼職の状況】 
 山一電機株式会社 社外監査役 
 株式会社保坂製作所 社外監査役 
 旭ロール株式会社（東京都葛飾区） 社外
監査役 

 旭ロール株式会社（兵庫県尼崎市） 社外
監査役 

 社会福祉法人清水基金 監事 
 一般財団法人全国農林漁業団体共済会 監事
 公益財団法人公共政策調査会 監事

13,000株 

２ 
あお やま まさ のり 

※ 青 山 正 徳 
 

(昭和31年４月５日生) 

昭和55年４月 当社入社
平成21年４月 当社札幌支店長 
平成24年４月  当社東京支店東京西営業部

長 
平成25年４月 当社営業本部付部長 
 現在に至る

4,000株 

 （注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
2. ※印は新任の監査役候補者であります。 
3. 監査役候補者吉澤壽美雄氏は、社外監査役候補者であります。 
4. 社外監査役候補者の選任理由及び独立性並びに責任限定契約について 
① 吉澤壽美雄氏につきましては税理士として税務・会計に深い知識・経験を有
しており、監査役に就任された場合にその知識等を当社の監査体制に生かして
いただくため、社外監査役として選任をお願いするものです。 
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  また、同氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員であり、再任された
場合引き続き独立役員となる予定です。 
  なお、同氏の当社社外監査役在任期間は本総会終結の時をもって11年となり
ます。 
② 当社は、吉澤壽美雄氏との間に会社法第427条第１項の規定に基づき、同法 
  第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に
基づく賠償責任限度額は法令の定める最低限度額としております。本総会にお
いて同氏が再任された場合には、当該責任限定契約を継続する予定であります。 

5. 監査役候補者青山正徳氏は、当社の株式を上記のほか、従業員持株会において
850株に相当する持分を有しております。 

 
  第５号議案  補欠監査役１名選任の件 
    現在の補欠監査役選任の効力は、本総会の開催の時までとなっております

ので、改めて法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠
監査役１名をあらかじめ選任することをお願いするものであります。 

    なお、その選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役
会の決議によりその選任を取消すことができるものとさせていただきます。 

    また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 
    補欠監査役候補者は次のとおりであります。  

氏    名 
（生 年 月 日） 略歴及び重要な兼職の状況 所 有 す る 

当社の株式数 

たか だ  つよし 

高 田  剛 
 

(昭和47年７月28日生) 

平成12年４月 弁護士登録
平成12年４月 鳥飼総合法律事務所入所 
平成20年１月  鳥飼総合法律事務所パートナー

弁護士 
  現在に至る 
【重要な兼職の状況】 
 株式会社マルエツ 社外監査役 
 東プレ株式会社 社外監査役

0株 

 （注）1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
2. 補欠監査役候補者高田 剛氏は、社外監査役候補者であります。 
3. 補欠監査役候補者の選任理由及び責任限定契約について 
① 高田 剛氏につきましては、弁護士としての専門的な知識及び経験を社外監査
役に就任された場合に当社の監査体制に生かしていただくため、補欠監査役とし
て選任をお願いするものです。 
② 当社は、高田 剛氏が社外監査役に就任された場合には、会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結す
る予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は法令の定める最低限度額とし
ております。 

 
  第６号議案  取締役賞与支給の件 
    当期末時点の取締役８名に対し、過去の支給実績及び当期の業績等を勘案

して、取締役賞与総額84百万円を支給することといたしたいと存じます。な
お、各取締役に対する金額は、取締役会にご一任願いたいと存じます。 

 
以 上 
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図 
 

文京グリーンコート・センターオフィス17階 会議室
東 京 都 文 京 区 本 駒 込 二 丁 目 28 番 ８ 号
電話 03(5977)5001

 
 

 
＜交通のご案内＞ 
都営地下鉄三田線 千石駅 (A1･A3出口) 徒歩約５分 
東京メトロ南北線 駒込駅（２番出口) 徒歩約10分 
JR山手線 駒込駅（北口） 徒歩約10分 
JR山手線 巣鴨駅 徒歩約12分 

 
 




